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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、株主、顧客、従業員をはじめとするあらゆるステークホルダーの期待にこたえるため、経営の透明性、健全性を確保することを絶えず念
頭においております。その実現のためにはコーポレート・ガバナンスの強化が、経営上の最重要課題であると位置づけております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【対象コード】

2021年６月の改訂後のコードに基づき記載しています。

【補充原則１－２－４】

　当社では株主の利便性を考慮し、2021年より株主総会の議決権行使方法について、書面及び電磁的方法を採用しており、株主名簿管理人であ
る三井住友信託銀行株式会社のシステムを利用しております。議決権電子行使プラットフォームの利用につきましては、今後、機関投資家や海外
投資家比率が10％を超える状況となった際に改めて対応を検討してまいります。

【補充原則３－１－２】

　当社では、株主構成に占める海外投資家の比率が低いことから、現在、招集通知等の英語での情報開示は実施しておりません。今後、海外投
資家の比率が10％を超える状況となった際には、改めて対応を検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４】

　当社が政策保有する株式は、株式を保有することで投資先との中長期的な関係の維持・強化、取引拡大、シナジー創出等に資すると思われるも
のを対象としております。

　これら政策保有株式の保有継続の可否については、年１回定時取締役会において、自社の資本コストを踏まえた定量的検証と事業上から保有
の必要性等の定性的検証に基づく総合的な判断により決定しております。

　検証の結果、保有の合理性が認められない株式がある場合は、株主として投資先との協議を実施し、改善が図られない場合は適宜、適切に売
却します。

　議決権の行使に当たっては、 (1)信頼できる経営陣であるか、(2)経営陣は必要な経営施策を適切に講じているか、(3)中長期的な視点で経営判

断を下しているか等を検証した上で、 (a)投資先企業との関係性、(b)投資先企業価値、(c)当社の株主としての利益、(d)当社の事業展開への影響

を議決権行使の基準として議案の内容を十分に精査し、総合的に判断しております。

【原則１－７】

　当社では、取締役会規則により、取締役の競業取引、取締役と会社間の自己取引及び利益相反取引、関連当事者と会社間の通例的でない取
引については、取締役会決議事項と定め、関連当事者間取引の適切な管理を行っております。

　また、当社は、毎期役員全員に対し、利益相反取引の有無について確認を指示しております。更にその結果は、監査役及び会計監査人に報告
を行い、監査を受けており、取締役会において関連会社との取引に関する決議を行う場合は、当該関連会社の代表を務める取締役は決議に加わ
らないなど、関連当事者間取引について、会社や株主共同の利益を害することがないよう、その徹底を図っております。

【補充原則２－４－１】

当社グループは、CSR憲章に基づき、社員一人ひとりが働きがいのある職場環境を整備するとともに、国内外の職場で活躍できる人材の育成と社
内環境の整備を通じて、社員の働く意欲や能力の向上に取り組んでおります。また、海外では進出先の事情に応じた適切な労働施策を推進して
おります。

　多様性確保への具体的施策として、女性活躍推進法に基づく行動計画で目標を設定しており、女性管理職の登用状況等は当社ホームページ（h
ttps://toho-chem.co.jp）で開示しております。当社の採用活動において外国人採用及び中途採用はいまだ一般的でないことから、自主的かつ測
定可能な目標をお示しし難い状況ですが、今後も、女性・外国人・中途採用者等を区分せず、公平な業績評価、管理職登用、適所適材の人員配
置に努め、ダイバーシティ（多様性）やワーク・ライフ・バランスの向上を図ってまいります。

　なお、多様性の確保に向けた実施状況については、人材育成方針及び社内環境整備方針とともに有価証券報告書や当社ホームページ等で開
示しております。

【原則２－６】

　当社では、企業年金制度を導入しておりません。

【原則３－１】

(1) 経営理念や経営方針の内容については、当社ホームページ（https://toho-chem.co.jp）に掲載しております。また、中期経営計画の概要及び資

本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応につきましても、同ホームページの企業情報内「経営理念/経営方針」の中で掲載しておりま



す。

(2) コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針については、当社ホームページに掲載するほか、東京証券取引所のTDnetを通じ

てコーポレートガバナンスに関する報告書にて開示しております。

(3) 当社は、常務取締役以上の取締役、社外取締役及び社外監査役（１名）からなる役員人事諮問委員会において、取締役の報酬決定基準と業

績加算及び同減算の方法に関する方針案を策定し、これを取締役会で決定しております。その概要は事業報告、有価証券報告書及び当社ホー
ムページ等で開示しております。なお、監査役の報酬については監査役会の協議により決定しております。

(4) 当社は、2015年12月の取締役会で役員選定基準を決議しております。常務以上の取締役、社外取締役及び社外監査役（１名）からなる役員人

事諮問委員会は、同基準に基づき、各部門の専門知識を持つ者、また企業経営や各種専門分野において経験豊富で幅広い知見を持つ者の中
から取締役・監査役・執行役員候補の選定や、現役員の変更（昇格・降格）及び解任について協議の上、委員会案として取締役会及び監査役会に
上程しております。取締役候補は、取締役会で審議の上、株主総会付議議案として決議し、株主総会にお諮りしております。また、監査役候補は、
監査役会で協議し同意を得た上で取締役会に提案し、取締役会はこの提案について審議の上、株主総会付議議案として決議し、株主総会にお諮
りしております。

(5) 取締役・監査役候補の個々の選任・指名の理由については、株主総会招集ご通知の参考書類に記載しております。

【補充原則３－１－３】

　当社グループでは、サステナビリティを巡る課題について中期経営計画等で取り上げるとともに、サステナビリティを巡る課題の進捗状況や事業
ポートフォリオ基本方針に基づく投資、人的資本や知的財産への投資等の実施状況については、事業報告や有価証券報告書、当社ホームペー
ジ（https://sustainability.toho-chem.co.jp）等を通じて、当社の重要課題（マテリアリティ）や「リスクと機会」との関連性も意識した形で、TCFD提言
に沿った情報開示を行っております。

【補充原則４－１－１】

　当社では、取締役会規則、稟議規程、職務権限規程にて取締役会、代表取締役、各所管取締役の決裁権限を定めており、その公正かつ適切な
運用を図っております。

【原則４－９】

　当社では、当社独自の独立社外役員の独立性基準等は定めておりません。独立社外取締役候補者の選定に当たっては、企業経営において経
験豊富で幅広い知見を有し、会社法や東京証券取引所の定める独立性基準を満たす者の中から、取締役会における十分な議論を通じて候補者
を選定しております。

　なお、当社の独立社外取締役は、取締役会において独立かつ客観的な立場から積極的に意見を述べるなど、これまで、取締役会での率直・活
発で建設的な議論・検討に大きく貢献してまいりました。2016年６月からは１名増員し２名体制としており、更なる体制の強化を図っております。

【補充原則４－10－１】

　当社は監査役会設置会社で、独立社外取締役は２名であり、取締役会の過半数には達しておりません。しかし、従来より独立社外取締役は、高
い見識と豊富な経験をもとに、取締役会やコンプライアンス・リスク管理委員会等の場で意見を述べるとともに、必要に応じて助言を行うなど十分
にその機能を果たしてきたと考えております。

　取締役の選定及び報酬等については、常務取締役以上の取締役、社外取締役及び社外監査役（１名）からなる役員人事諮問委員会で協議の
上取締役会に答申し、取締役会で審議の上決定することを手続きとして定めており、この定められた手続きの中で独立社外取締役からは適宜同
委員会及び取締役会においてジェンダー等の多様性やスキルの観点を含めた意見や助言を得られる体制となっております。

【補充原則４－11－１】

　当社の取締役会は、各部門・各事業分野に精通し、高い能力とリーダーシップを有する業務執行取締役と、他の企業における経営経験や経理・
財務に関する見識を有する社外取締役で構成しており、取締役会を運営する上で、その実効性を確保しつつ、信頼性を担保しております。その状
況については、2021年10月に策定したスキル・マトリックスに基づき評価し、有価証券報告書等で開示しております。

　取締役の選任に関する方針・手続については、業務執行取締役は各部門の専門知識を持つ者の中から、社外取締役は企業経営において経験
豊富で幅広い知見を有する者の中から、役員選定基準（2015年12月決議）に基づき、常務取締役以上の取締役、社外取締役及び社外監査役（１
名）からなる役員人事諮問委員会において協議の上で候補者を選定し、取締役会に答申しております。取締役会はこの答申について審議の上、
株主総会付議議案として決議し、株主総会にお諮りしております。

【補充原則４－11－２】

　当社の社外取締役及び社外監査役の他社での兼職の状況は、事業報告、有価証券報告書及びコーポレートガバナンスに関する報告書等を通
じて毎年開示を行っております。現在、社外取締役１名が他の上場会社の取締役を兼任しておりますが、合理的範囲にとどめていることから当社
の取締役としての役割・責務を果たす上で支障はございません。また、その他の社外取締役及び社外監査役は、当社グループ以外の他の上場会
社の役員を兼任しておらず、取締役・監査役の業務に専念しております。

【補充原則４－11－３】

　当社では、毎年アンケートを用いた取締役会の実効性分析・評価を実施し、その結果を取締役会に報告しております。そこで示された課題につ
いては、その重要性と必要性に鑑みて、取締役会の機能向上に向けた改善を図っており、毎年着実な改善が図られていることから、取締役会は
有効に機能しており、取締役会全体の実効性は確保されていると判断しております。なお、取締役会の分析・評価の結果につきましては、当社
ホームページ（https://sustainability.toho-chem.co.jp/governance/board-of-directors/）に掲載しております。

【補充原則４－14－２】

　当社は、総務本部が作成した「新任取締役・監査役・執行役員教育訓練計画」に基づき、取締役・監査役等が必要な知識を習得できるよう支援を
行っております。

　新任取締役及び新任監査役に対しては、就任後、国内外の主要な事業所における研修の実施や各本部長との面談等のプログラムを用意して
おります。

　また、取締役は第三者機関の研修会、監査役は日本監査役協会の研修会や講演会及び監査法人・金融機関・各種団体の各種セミナー等へ参
加しております。

　なお、上記にかかる費用については、すべて当社が負担をしております。

【原則５－１】

　当社は、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するため、ステークホルダーに対し、適切に説明責任を果たすべく、株主との建
設的な対話を促進してまいります。

　株主に年１回お送りするTOHO REPORT、当社ホームページ等を通じて株主との対話を促進すべくその充実を図っております。

　2024年11月に、非財務情報開示の充実を目的としてサステナビリティサイトを立ち上げたほか、2025年４月にはIR担当役員とIR担当部署を設置
し、体制を整備いたしました。



　株主との対話全般については、代表取締役社長が統括し、経営企画本部・総務本部・経理本部・営業部門・購買部門等が連携し、対話を補助す
る体制を整備しており、必要に応じて株主の個別面談に対応してまいります。

　なお、対話に際しては、法令及び当社規程である内部者取引防止規程に則り、事前にインサイダー情報の範囲を確認し、インサイダー情報管理
に十分留意をしております。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

　当社の資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応の詳細は、中期経営計画「TOHO Step Up Plan 2027」に記載しておりますのでご参

照ください。

　https://toho-chem.co.jp/asset/images//profile/principles/toho_step_up_plan_2027.pdf

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

記載内容 取組みの開示（初回）

英文開示の有無 無し

該当項目に関する説明

「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」につきましては、現状分析・評価を実施し、計画を策定、開示しております。

・PBR改善への取り組み

・キャッシュアロケーション

・配当政策、株主優待の拡充

・株主・投資者との対話

その内容は中期経営計画と一体となる形で推進することから、2025年５月14日に開示した中期経営計画「TOHO Step Up Plan 2027」の中でその

詳細を記載しております。当社ホームページ（https://toho-chem.co.jp）に掲載をしておりますのでご参照ください。

計画に基づく取り組み状況につきましては、毎年進捗状況に関する分析を行い、開示をアップデートいたします。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

東邦化学工業取引会社持株会 3,500,800 16.64

中崎　龍雄 2,528,500 12.02

株式会社日本カストディ銀行（三井住友信託銀行再信託分・三井化学株式会社退職給付信託口） 1,240,000 5.89

三井物産株式会社（常任代理人　株式会社日本カストディ銀行） 1,233,000 5.86

株式会社三井住友銀行 1,051,200 4.99

東邦化学工業従業員持株会 959,200 4.56

三井住友信託銀行株式会社（常任代理人　株式会社日本カストディ銀行） 675,000 3.21

三井住友海上火災保険株式会社 430,000 2.04

東京応化工業株式会社 428,100 2.03

阪和興業株式会社 320,000 1.52

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性



上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 3 月

業種 化学

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

綾部　収治 他の会社の出身者 △

川越　弘三 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者



e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

綾部　収治 ○

綾部収治氏は、当社の主要な取引銀行で
ある株式会社みずほ銀行の出身者です
が、同行を2011年に退職しております。

当社は株式会社みずほ銀行との間に預
金、借入等の取引関係があります。

経歴・見識等から経営への客観性や独立性が
確保されていると判断し、社外取締役として選
任しております。

当社と綾部収治氏との間に特別な利害関係は
なく、一般株主との間に利益相反が生じるおそ
れはないと判断し、独立役員として指定してお
ります。

川越　弘三 ○

川越弘三氏は、当社の主要な取引銀行で
ある株式会社三井住友銀行の出身者で
すが、同行を2012年に退職しております。

当社は株式会社三井住友銀行との間に
預金、借入等の取引関係があります。

経歴・見識等から経営への客観性や独立性が
確保されていると判断し、社外取締役として選
任しております。

当社と川越弘三氏との間に特別な利害関係は
なく、一般株主との間に利益相反が生じるおそ
れはないと判断し、独立役員として指定してお
ります。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

役員人事諮問委員
会

6 0 3 2 1 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

役員人事諮問委員
会

6 0 3 2 1 0
社内取
締役

補足説明

　当社は監査役会設置会社で、独立社外取締役は２名であり、取締役会の過半数には達しておりません。しかし、従来より独立社外取締役は、高
い見識と豊富な経験をもとに、取締役会やコンプライアンス・リスク管理委員会等の場で意見を述べるとともに、必要に応じて助言を行うなど十分
にその機能を果たしてきたと考えております。

　取締役の選定及び報酬等については、常務取締役以上の取締役、社外取締役及び社外監査役（１名）からなる役員人事諮問委員会で協議の
上取締役会に答申し、取締役会で審議の上決定することを手続きとして定めており、この定められた手続きの中で独立社外取締役からは適宜同
委員会及び取締役会においてジェンダー等の多様性やスキルの観点を含めた意見や助言を得られる体制となっております。【補充原則４－10－
１】

　委員会の委員は、社長、役付役員（常務以上）及び社外取締役で構成し、委員会の議長は取締役社長が務めることを同委員会規程で規定して
おります。また、これまで以上に社外の視点を取り入れ、議論を深めることを目的に、2024年６月27日より、企業経営者として豊富な経験を有する
三浦芳美社外監査役が委員に加わりました。現在の委員は、中崎龍雄代表取締役社長（委員長）、永岡幹人常務取締役、脇田雅元常務取締役、
綾部収治社外取締役、川越弘三社外取締役、三浦芳美社外監査役の６名であります。

　委員会は原則年３回開催され、１．役員の指名案等、２．役員報酬案の策定等、３．その他について協議し、その結果を取締役会に答申すること
を目的としております。

　このように、当社では役員人事諮問委員会が、指名委員会と報酬委員会の双方の機能を担っております。

【監査役関係】



監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は、会計監査人から半期ごとにレビュー又は監査報告を受けております。また、会計監査人の監査（海外連結子会社を含む）への立会
い、必要に応じた情報交換など、監査の実効性を確保するため、会計監査人との適切な連携を図っております。

　内部監査部門である内部監査室員は、毎月開催される監査役会、上記会計監査人の報告に同席しており、活動計画の調整、結果報告等を通じ
情報の共有を図っております。また、内部監査室は、内部監査、内部統制評価の結果を遅滞なく監査役に報告しております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

関　貴志 他の会社の出身者 △

三浦　芳美 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

関　貴志 ○

関貴志氏は、当社の主要な取引銀行であ
る三井住友信託銀行株式会社の出身者
ですが、同行を2022年に退職しておりま
す。

当社は三井住友信託銀行株式会社との
間に預金、借入等の取引関係がありま
す。

経歴・見識等から経営への客観性や独立性が
確保されていると判断し、社外監査役として選
任しております。

当社と関貴志氏との間に特別な利害関係はな
く、一般株主との間に利益相反が生じるおそれ
はないと判断し、独立役員として指定しており
ます。



三浦　芳美 ○

三浦芳美氏は、当社の主要な取引銀行で
ある株式会社三井住友銀行の出身者で
すが、同行を2012年に退職しております。

当社は株式会社三井住友銀行との間に
預金、借入等の取引関係があります。

経歴・見識等から経営への客観性や独立性が
確保されていると判断し、社外監査役として選
任しております。

当社と三浦芳美氏との間に特別な利害関係は
なく、一般株主との間に利益相反が生じるおそ
れはないと判断し、独立役員として指定してお
ります。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

　当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員として指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

　当社は、常務取締役以上の取締役、社外取締役及び社外監査役（１名）からなる役員人事諮問委員会において、取締役の報酬決定基準と業績
加算及び同減算の方法に関する方針案を策定し、これを取締役会で決定しております。その概要は下記のとおりです。

　イ．取締役の報酬基準額を役職ごとに定め、2020年７月以降適用する。

　ロ．社外取締役を除く取締役について、業績加算部分を新たに設け、第84期(自2020年４月１日至2021年３月31日)事業年度の業績評価より実施
する。役職ごとに加算比率の上限を設定し、取締役ごとに当社業績、担当部門・部署の業績並びに業績への貢献度を基に加算比率を決定し、報
酬基準額に加算比率を乗じて業績加算額を算出する。併せて、役職ごとに減算比率の上限を設定し、会社業績が著しく悪化した場合は、取締役
ごとに減算比率を決定し、報酬基準額に減算比率を乗じた額を報酬基準額から減算する。具体的な評価基準の概要は次のとおり。

　　a.　業績等の達成度合いに応じて７ランクの評価基準を設け、ランク別、役職別に業績加算比率、同減算比率を設定。

　　b.　まず、会社全体の評価ランクを、中期経営計画の数値目標と重要課題の達成状況を中心に、年度計画の達成状況、及び市場環境も加味し
た総合的な評価により決定する。

　　c.　各役員の評価ランク案は、代表取締役が策定する。評価にあたっては、各役員の中期経営計画や年度計画の達成状況への貢献度に応
じ、会社全体の評価ランクにランクアップ・ダウンの調整を行う。但し、代表取締役の評価ランクは、原則会社全体の評価ランクを適用する。

　　d.　代表取締役は、策定した評価案を役員人事諮問委員会において協議のうえ、取締役会に諮り承認を得る。

　ハ．報酬の時期及び支払方法は、株主総会終了後の毎年７月より固定報酬に前年度分の業績連動報酬分を加味し、年間報酬額の１/12を月例
の新報酬として支給する。

　ニ．役員報酬に係る決定方針において定めた内容とは別に、業績の著しい悪化又はその恐れや重大事故の発生あるいは重大なコンプライアン
ス違反等、取締役の報酬等の支給期間中であっても見直しが必要と判断されるような事由に該当する場合は、その対応について取締役会にて審
議し決定する。【原則３－１(3)】

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明



報酬等の総額は、取締役84百万円（うち社外取締役14百万円）、監査役34百万円（うち社外監査役19百万円）であります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　当社は、常務取締役以上の取締役、社外取締役及び社外監査役（１名）からなる役員人事諮問委員会において、取締役の報酬決定基準と業績
加算及び同減算の方法に関する方針案を策定し、これを取締役会で決定しております。その概要は下記のとおりです。

　イ．取締役の報酬基準額を役職ごとに定め、2020年７月以降適用する。

　ロ．社外取締役を除く取締役について、業績加算部分を新たに設け、第84期(自2020年４月１日至2021年３月31日)事業年度の業績評価より実施
する。役職ごとに加算比率の上限を設定し、取締役ごとに当社業績、担当部門・部署の業績並びに業績への貢献度を基に加算比率を決定し、報
酬基準額に加算比率を乗じて業績加算額を算出する。併せて、役職ごとに減算比率の上限を設定し、会社業績が著しく悪化した場合は、取締役
ごとに減算比率を決定し、報酬基準額に減算比率を乗じた額を報酬基準額から減算する。具体的な評価基準の概要は次のとおり。

　　a.　業績等の達成度合いに応じて７ランクの評価基準を設け、ランク別、役職別に業績加算比率、同減算比率を設定。

　　b.　まず、会社全体の評価ランクを、中期経営計画の数値目標と重要課題の達成状況を中心に、年度計画の達成状況、及び市場環境も加味し
た総合的な評価により決定する。

　　c.　各役員の評価ランク案は、代表取締役が策定する。評価にあたっては、各役員の中期経営計画や年度計画の達成状況への貢献度に応
じ、会社全体の評価ランクにランクアップ・ダウンの調整を行う。但し、代表取締役の評価ランクは、原則会社全体の評価ランクを適用する。

　　d.　代表取締役は、策定した評価案を役員人事諮問委員会において協議のうえ、取締役会に諮り承認を得る。

　ハ．報酬の時期及び支払方法は、株主総会終了後の毎年７月より固定報酬に前年度分の業績連動報酬分を加味し、年間報酬額の１/12を月例
の新報酬として支給する。

　ニ．役員報酬に係る決定方針において定めた内容とは別に、業績の著しい悪化又はその恐れや重大事故の発生あるいは重大なコンプライアン
ス違反等、取締役の報酬等の支給期間中であっても見直しが必要と判断されるような事由に該当する場合は、その対応について取締役会にて審
議し決定する。【原則３－１(3)】

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外取締役及び監査役に対しては、総務部並びに内部監査室が中心となり、その活動の支援を行っております。【補充原則４－13－１】

　社外取締役、社外監査役に対する会社情報の提供等の支援は総務部が担っており、更に内部監査室もスタッフとして業務を支援する体制であ
ります。【補充原則４－13－３】

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（１）現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要

　取締役会は、事業経営の方針に関する事項等、取締役会規則に定める決議事項を審議・決議する機関として、各部門・各事業分野に関する豊
富な知見と高いリーダーシップを有する業務執行取締役と、他の企業における経営実績や経理・財務に関する見識を有する社外取締役で構成し
ており、毎月開催される定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、会社や株主共通の利益最大化を目的に合議制による意思
決定を行うだけでなく、監督機関として取締役による相互監視・監督を行っております。構成は、業務執行取締役（８名）、社外取締役（２名）の計10
名であります。

　監査役会は、毎月開催している定時監査役会のほか、必要に応じて臨時監査役会を開催しております。構成は、社外監査役２名を含む計３名で
あります。

　当社では、独立社外取締役が取締役会の過半数には達していないこともあり、役員の指名案（選定・解任・評価等）や役員報酬案の策定等の協
議と取締役会への答申を目的に役員人事諮問委員会を設置しております。役員人事諮問委員会は、取締役の選解任及び報酬等について協議の
上取締役会に答申する手続きを定めており、この手続きの中で独立社外取締役の適切な関与・助言を受ける体制としております。構成は、代表取
締役を委員長とし、常務以上の取締役（３名）、社外取締役（２名）及び社外監査役（１名）の計６名であります。

　また当社では、コンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、当社グループ全体のリスク管理を統括しております。同委員会は、「内部統制シス
テム構築の基本方針」の案を策定し、取締役会に付議します。取締役会が同基本方針を決議した後は、各部門に対し同基本方針に対処するため
の具体的な施策の提示を求めるとともにその進捗を管理することで、実効性の確保を図っております。同委員会の構成は、代表取締役を委員長と
し、各部門を所管する取締役及び執行役員、社外取締役並びに内部監査室長で構成しているほか、監査役がオブザーバーとして出席しており、
その活動状況を監査しております。

　内部監査室は、コンプライアンス・リスク管理委員会に参画し当社グループのリスク状況を監視するとともに、財務報告に係る内部統制の評価を
行っております。内部監査室の活動状況は、監査役会、コンプライアンス・リスク管理委員会、取締役会で報告され、明らかになった課題等は、速
やかに是正を図ることでリスクへの対応や財務報告の信頼性確保を図っております。

（２）役員の指名決定の機能に係る事項

　当社は、2015年12月の取締役会で役員選定基準を決議しております。常務取締役以上の取締役、社外取締役及び社外監査役（１名）からなる
役員人事諮問委員会は、同基準に基づき、各部門の専門知識を持つ者、また企業経営や各種専門分野において経験豊富で幅広い知見を持つ
者の中から取締役・監査役・執行役員候補の選定や、現役員の変更（昇格・降格）及び解任について協議の上、委員会案として取締役会及び監



査役会に上程しております。

　取締役候補は、取締役会で審議の上、株主総会付議議案として決議し、株主総会にお諮りしております。

　また、監査役候補は、監査役会で協議し同意を得た上で取締役会に提案し、取締役会はこの提案について審議の上、株主総会付議議案として
決議し、株主総会にお諮りしております。【原則３－１(4)】

（３）役員の報酬決定の機能に係る事項

　当社は、常務取締役以上の取締役、社外取締役及び社外監査役（１名）からなる役員人事諮問委員会において、取締役の報酬決定基準と業績
加算及び同減算の方法に関する方針案を策定し、これを取締役会で決定しております。その概要は上記「報酬の額又はその算定方法の決定方
針の開示内容」に記載のとおりです。

（４）責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役及び監査役全員と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結してお
り、当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第425条第１項に定める額を責任の限度としております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、会社業務に通暁した社内取締役を中心とした実態に即した経営が必要であり、それに対し社外取締役や監査役が監督・監査する体制
が適切であると判断し、監査役会設置会社の形態によるコーポレート・ガバナンスを採用しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 第79回定時株主総会より株主総会招集通知の早期発送を実施しております。

集中日を回避した株主総会の設定
当社は、原則的に毎年６月最終木曜日を株主総会開催日とし、該当日が６月最終日（30
日）であった場合には例外的に１営業日繰り上げて開催するように定めております。【補充
原則１－２－３】

電磁的方法による議決権の行使
当社では株主の利便性を考慮し、2021年より株主総会の議決権行使方法について、書面
及び電磁的方法を採用しており、株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社の
システムを利用しております。【補充原則１－２－４】

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

IR資料のホームページ掲載

各種IR資料を弊社ホームページに掲載しております。

（参考URL：https：//toho-chem.co.jp/ir/）

（掲載資料）

・決算短信

・有価証券報告書及び半期報告書

・定時株主総会招集ご通知及び株主総会資料

・中期経営計画

・中間報告書

・コーポレート・ガバナンスに関する報告書

IRに関する部署（担当者）の設置
2025年４月より、IR部門担当役員及びIR担当部署（経営企画部）を設置してお
ります。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社グループでは、2021年10月にCSR憲章、事業ポートフォリオ基本方針等を取締役会で
決議し制定しております。また、2024年12月にはGHG（温室効果ガス）の削減目標及びスケ
ジュールを決定し、脱炭素化に向けた取り組み方針を改定いたしました。これらの指針に
基づくサステナビリティを巡る取り組み及び経営戦略の実行により、企業価値の持続的な
成長を図っております。サステナビリティを巡る課題について中期経営計画等で取り上げる
とともに、また、これらの取り組み状況は、コンプライアンス・リスク管理委員会及び取締役
会で監督しております。【補充原則４－２－２】

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、業務の適正を確保する体制を整備するため、取締役会において以下の「内部統制システム構築の基本方針」を決議しております。

　また、反社会的勢力排除への取り組みは、「反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方と整備状況」に従い進めております。

【内部統制システム構築の基本方針】

１．コーポレートガバナンス体制

　当社は、会社法、コーポレートガバナンス・コードなど、昨今の社会的要請を踏まえて、当社及びグループ各社のコーポレートガバナンス体制の
整備を図る。

(1) 当社取締役及び監査役は、常務取締役以上の取締役、社外取締役及び社外監査役（１名）からなる役員人事諮問委員会が、取締役会が決議

した役員選定基準に基づき、その職務・職責を果たすに相応しい資質を有する候補者を選定し、取締役会での審議（監査役は監査役会の同意が
前提）を経て、株主総会決議で承認される体制である。

(2) 当社取締役は、法令、定款、取締役会規則に基づき、毎月開催する定時取締役会、適宜開催する臨時取締役会で、当社及びグループ各社の

職務執行状況について報告を受け、重要な経営判断について審議し決定する。

(3) 当社取締役会は、複数の社外取締役（独立役員）を選任することにより、取締役の職務執行状況の監視・監督機能の強化を図り、意思決定の

透明性・客観性を確保する。

(4) 当社監査役は、法令・定款・監査役会規則に基づき、取締役会に出席し、取締役の職務の執行状況を監査する。

(5) 当社監査役会は、過半数を社外監査役（独立役員）で構成しており、公正・公平な視点で監査を行う体制である。

(6) 当社取締役会は、毎期、当社及びグループ各社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制について検証を行い、本基本方針の

見直しを含め、必要に応じた対応を行う。また、その運用状況の概要を事業報告に記載する。

２．当社及びグループ各社の取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 当社は、職務を遂行する上で遵守すべき基本的事項をCSR憲章、人権方針、行動規範などで明確化し、当社及びグループ各社の従業員にそ

の周知徹底を図る。

(2) 当社は、代表取締役社長が委員長を務め、各部門を所管する取締役及び社外取締役等で構成するコンプライアンス・リスク管理委員会を設置

し、当社及びグループ各社の役員及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制の整備を図る。

(3) 当社は、当社及びグループ各社の役員及び従業員が内部統制上の不備やコンプライアンス違反行為、ハラスメント等を発見したときに通報・

相談できる窓口として、通常の報告ルートとは別に、ヘルプラインを設置する。

(4) 当社及びグループ各社は、行動規範の中で反社会的勢力には毅然とした態度で臨み、決して不正な要求には応じないとの基本姿勢を定めて

おり、その周知徹底を図ると共に、反社会的勢力排除のための仕組みを整備する。

３．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1) 当社は、法令・定款・取締役会規則・稟議規程・情報管理規程等に基づき、取締役会議事録・稟議書等、取締役の職務の執行に係る重要な情

報について、適切に保存及び管理を行う。

(2) 当社は、これら情報を保存及び管理する体制を適時見直し、改善を図る。

４．当社及びグループ各社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 当社は、リスク管理規程に基づき、当社及びグループ各社の損失の危険に対処する体制等を整備する。

(2) 当社は、当社及びグループ各社の損失の危険を横断的に管理する組織として、代表取締役社長が委員長を務めるコンプライアンス・リスク管

理委員会を設置する。

(3) コンプライアンス・リスク管理委員会は、当社各部門が毎期設定する損失の危険等に対処する課題の進捗状況を管理することで、その着実な

運用を図る。

５．当社及びグループ各社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 当社は、毎月定時取締役会を開催するとともに、必要に応じ臨時取締役会を開催することにより、経営の意思決定の迅速化と効率的な事業運

営を図る。

(2) 当社取締役会は、執行役員規程に基づき執行役員を選任する。業務執行取締役及び執行役員は、執行役員会を原則として月２回開催し、取

締役会における決議・報告事項の周知並びに業務執行に係る連絡・討議を行う。

(3) 当社は、将来の事業環境等を踏まえ中期経営計画並びに単年度計画を立案し、全社的な目標を明確化する。

(4) 当社各部門及びグループ各社は、前号で定めた中期経営計画、単年度計画に沿った具体的な施策を策定し、効率的な職務執行を図る。

(5) 当社は、経営・事業目標の効率的な達成を図るため、部長職以上並びに当社グループ各社長が参加する全社会議、事業分野別の分野会議

を半期ごとに開催する。

６．当社及びグループ各社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1) 当社は、グループ各社の取締役（董事）や監査役（監事）に、当社役員又は従業員を派遣することで、グループ各社の管理体制の強化を図る。

(2) 当社は、関連子会社管理規程に基づき、当社各部門の役割やグループ各社への支援体制を明確化し、当社及びグループ各社の業務の適正

を確保する。

(3) 当社は、組織ならびに業務分掌規程に基づき、当社当該部門が総務・経理・情報管理などの専門性が高い業務について、グループ各社を支

援・助言する体制である。

(4) 当社は、グループ各社の重要な決定事項を、当社取締役会の承認事項・報告事項と定めている。

(5) 当社は、当社グループ会社間の取引を行うに当たって、法令その他社会規範等に照らし、適切な運用を行う。

(6) 当社内部監査室は、当社及びグループ各社をモニタリングし、その結果をコンプライアンス・リスク管理委員会、又は必要に応じて当社及びグ



ループ各社の取締役会に報告する。

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

(1) 当社は、内部監査室員又は総務部員が、監査役の求めに応じて監査役の職務を補助する体制である。

８．前項の使用人の当社取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

(1) 当社は、監査役の職務の補助に携わる前項の従業員の任命・異動等、人事権に係る事項を決定する場合には、監査役会の事前の同意を得

ることとし、取締役からの独立性を確保する。

(2) 当社は、前項の従業員が監査役の職務の補助に携わる際には、監査役の指揮命令下に置くものとし、そのことを役員及び従業員に周知する

ことで、監査役の指示の実効性を確保する。

９．当社及びグループ各社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

(1) 当社及びグループ各社の役員及び従業員は、監査役から業務執行に関する事項について報告を求められたときは、速やかに報告を行う。

(2) 当社及びグループ各社の役員及び従業員は、法令・定款に違反する行為、当社及びグループ会社に重大な影響を及ぼすおそれのある事実を

発見したときは、直ちに監査役に報告する。

(3) コンプライアンス・リスク管理委員会事務局長は、リスク管理規程に基づき、同委員会及び事務局が把握したリスク情報を監査役に報告する。

(4) 当社内部監査室は、内部監査、内部統制評価の結果を遅滞なく監査役に報告する。

(5) 当社及びグループ各社の役員及び従業員が、経営層が関与する不正やその他不適切な行為を知ったとき、或いはその疑いを持ったときは、

内部監査室或いは監査役に報告する。なお、内部監査室が報告を受けたときは、直ちに監査役に報告する。

10．上記報告を行った者が報告をしたことを理由に不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

(1) 当社は、当社及びグループ各社の役員・従業員等が、監査役に相談・報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止する。

(2) 当社は、通報したことを理由として、通報者に対して不利益な取り扱いを行わないこと、通報者の職場環境が悪化することのないよう適切な措

置を講じること、さらに通報者に不利益な取扱いが行われた場合は同行為を行った関係者を処分することをヘルプライン規程に定めると共に、当
社及びグループ各社の役員・従業員等に周知徹底する。

11．当社監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る
方針に関する事項

(1) 当社は、監査役の通常の職務執行で生ずる費用に関して、監査計画に基づき予算を計上し、経費支払を行う。

(2) 当社は、前号以外で監査役が特別にその職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の請求を行ったときは、当該監査役の職務の執

行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

12．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保する体制

(1) 当社監査役は、取締役会・全社会議・コンプライアンス・リスク管理委員会及びグループ各社の取締役会（董事会）等の会議へ出席し、重要な

意思決定の過程を監査する。

(2) 当社監査役は、当社各拠点やグループ各社の往査を行い、当社及びグループ各社の取締役の職務の執行状況を監査する。

(3) 当社監査役は、稟議書等の決裁書類やその他重要な報告書等を閲覧することができる。

(4) 当社監査役は、代表取締役社長・内部監査室・会計監査人と定期的に意見交換する機会を設ける。

13．財務報告の信頼性を確保するための体制

(1) 当社は、情報基本方針・行動規範で、企業情報の適時・適切な開示の重要性を明確化しており、信頼性ある財務報告の重要性を役員及び従

業員共通の認識としている。

(2) 当社及びグループ各社は、財務報告の信頼性を確保するため、必要十分な内部統制を整備し、運用する。

(3) 当社内部監査室は、当社及びグループ各社の財務報告に係る内部統制の有効性を評価する。その結果はコンプライアンス・リスク管理委員

会・取締役会・監査役会に報告し、是正を図る体制である。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

＜反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方と整備状況＞

当社グループは、反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方を行動規範、コンプライアンス・マニュアルに明記し全従業員に配布すると共に、そ
の周知徹底を図っております。

また、総務部を対応統括部署と定め、平素より所轄の警察署等の関係行政機関および団体、弁護士等と密接に連携し、事案の発生時には迅速
かつ適切に対処できる体制を構築しております。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項



【適時開示体制の概要】

　当社は、金融商品取引法等の関連法令、東京証券取引所の定める上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則等に従い、
当社及びグループ会社の会社情報の開示を行います。

当社は、法令等の社会規範の遵守並びに企業情報の適切な開示を、「行動規範」の中で基本方針として定めるとともに、その細則を「内部者取引
防止規程」等の社内規程で定めております。

　これら基本方針及び規程に基づき、株主、その他投資家に対して、適時・適正に会社情報の開示を行うことで、社会に開かれた企業として信頼
を得るように努めております。

　当社は、金融商品取引法等の関係法令、東京証券取引所の定める上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則等の求めに
応じ、会社情報の開示を行います。

また、適時開示規則に基づく開示事情に該当しない場合であっても、株主・投資家の投資判断に影響を与えると思われる決定事項、発生事項及
び業績動向に関する情報を、できる限り速やかかつ公正に開示いたします。

　当社及びグループ会社の適時開示体制については、監査役が取締役の業務執行の適法性を、また社長直属の内部監査室が使用人の業務の
適正性を監査しております。


